
 

 

第６７０回通関協議会（本関地区） 

 

 

１、 日  時   平成２６年  １月  １５日 （水） １２時より 

２、 場  所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

３、 議題等（敬称略） 

 

（１）延滞税等の割合の改正について 

業務部  鈴木 収納課長 

 

４、その他・連絡事項等 

・業務部長ご挨拶 

 

・政策評価アンケートに係るお願い 
業務部 元起 管理課長 
 

      ・通関業監督官からの留意事項 
     業務部 村林 首席通関業監督官 

 

 

 

開 催 予定日  平成２６年  ２月  ７日（金）  １２:００～  

開 催 場 所    第一港湾合同庁舎   ２階 第一会議室 

当協会に関するご質問や議題提起がありましたら、事務局あてにご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 

 



延滞税等の割合の改正について（平成26年1月1日施行）

１４．６％ ─

７．３％ ４．３％ １．９％

改正後の特例
（特例基準割合※２＋加算割合を適用）
（１４．６％については、特例の創設）

現行の特例
（特例基準割合※１

適用）
本　　則

平成26年の割合
（財務大臣告示
　０．９％）

＋　７．３％

【特例基準割合】

９．２％

【加算割合】

＋　１％

　④地方消費税法

還付加算金

延滞税

納期限の翌日か
ら２か月を経過す
る日まで

納期限の翌日か
ら２か月を経過す
る日後

【特例基準割合】

【特例基準割合】

２．９％４．３％７．３％

【加算割合】

財務大臣が告示した割合　0.9％　＋　１％

財務大臣が告示した割合　0.9％　＋　１％

財務大臣が告示した割合　0.9％　＋　１％

　　　　第７２条の１００第２項（貨物割に係る延滞税の賦課徴収）、第７２条の１０４第２項（貨物割に係る還付金の還付）、第７２条の１０６第１項（貨物割に係る延滞税の計算）、同条第２
　　　　項（貨物割に係る還付加算金の計算）

※１　「（旧）　特例基準割合」　：　各年の前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４％の割合を加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算した割合をいう。
※２　「（新）　特例基準割合」　：　各年の前々年の１０月から前年の９月までの各月における短期貸付けの平均利率（当該各月において銀行が新たに行った貸付け（貸付期間が１年未
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　満のものに限る。）に係る利率の平均をいう。）の合計を１２で除した割合（当該割合に０．１％未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）として各年の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前年の１２月１５日までに財務大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合をいう。

＜根拠法令＞
　①関税法
　　　　第１２条第１項（延滞税の割合）、第１３条第２項（還付加算金の割合）、附則（昭29.4法61）第３項（延滞税の割合の特例）、第４項（還付加算金の割合の特例）
　②国税通則法
　　　　第６０条第２項（延滞税の割合）、第５８条第１項（還付加算金の割合）
　③租税特別措置法
　　　　第９３条第２項（特例基準割合の定義）、第９４条第１項（延滞税の割合の特例）、第９５条（還付加算金の割合の特例）

平成26年1月15日

横浜税関業務部収納課






